
１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　事業コスト （単位：千円、人）

05 07 04 ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

・子どもの自殺危機対応チームによる地区支援体制の構築とハイリスク者の支援強化

・全圏域においてゲートキーパー研修会、人材養成研修会を開催し、自殺対策に関わる人材を養成

・弁護士や保健師による相談会（くらしと健康の相談会）の開催

事　業　名
S47

事業番号

・精神障がい者の状態に応じて必要な医療を提供するとともに、保健・福祉等と連携した地域生活や社会生活を支える体制

の構築を目指す。

・多様な精神疾患ごとの専門医療提供体制の充実を目指し、拠点となる病院の指定、医療機関の役割の整理、地域におけ

るネットワークの構築を推進する。

・長野県の自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）を13.6以下とし、誰も自殺に追い込まれることのない信州を目指

す。

心の健康支援推進事業
部局 健康福祉部 課・室

次期総合５か年計画（答申書）との対応関係

持続可能で安定した暮らしを守る 誰にでも居場所と出番がある社会をつくる

～ E-mail hoken-shippei@pref.nagano.lg.jp

保健・疾病対策課

実施期間

政策の柱

①精神障がいのある人が、安心して地域で生活できる体制の構築

②多様な精神疾患に対応する医療提供体制の充実

・精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた研修会等の開催と、地域における支援ネットワークづくり

・精神科救急医療体制を県内4つの精神医療圏で整備

・災害派遣精神科医療チーム（DPAT）の充実（研修会の開催、訓練の実施）

・アルコール健康障害、ギャンブル等依存症、薬物等依存症の専門医療機関を各精神医療圏に選定

・発達障がい診療人材（専門医・診療医）の育成と診療ネットワーク強化のための発達障がい診療地域連絡会の開催

・てんかん支援拠点病院によるかかりつけ医研修の開催や診療に対する助言・指導により、地域連携体制の構築を推進

③誰も自殺に追い込まれることのない信州を実現する自殺対策の推進

①

事業改善シート（令和５年度実施事業分）

・長野県の精神疾患の患者数は年々増加しており、令和3年度末時点の入院患者及び通院患者の合計は50,156人であ

り、5年前の約1.3倍に増加している。

・精神医療は入院医療中心から、保健、福祉との連携体制による精神障がい者の地域生活を支える医療に移行してきてお

り、多様な精神疾患等に対応できる連携体制の構築が求められている。

・長野県の自殺者数は減少傾向にあるものの、年間300人以上の方が亡くなっており、令和３年の自殺死亡率（人口10万

人当たりの自殺者数）は16.3となっている。また、本県の特徴として未成年の自殺が多いことがあげられている。

R5年度

目標値

達成

状況
目標値設定理由

推移

R3年度

実績

R2年度

実績 推移

R4年度

見込値

③

No.

人

施設

人

②
アルコール依存症専門医療機

関の数

県、市町村のゲートキーパー

研修受講者数

指標名 単位

発達障がい診療地域連絡会

を開催する圏域数

区分

R4年度

R3年度

（予算案）

（要求）
R5年度

0

0

3,187,530

3,181,678

0

164,508

3,203,341

決算額 職員数

予算額

うち一般財源
合計前年度繰越 当初予算 補正予算

3,187,530

3,346,186

1,565,163

1,679,804 3,098,375

30.6

30.6

30.6

0

3,203,341 1,569,856

11,047

↗

↘

1

17,521

→

↗

悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援に

つなげるゲートキーパーを養成することにより、だれも自殺に追

い込まれることのない信州の実現をめざす。

4

前年度以上

2

12,500

4 10 ↗ 10 → 10

限られた医療資源の中で、発達障がい診療のネットワークを

構築し、必要な方を医療につなげ、保健・福祉等と連携した

支援につなげていく体制の構築が必要であるため。
依存症患者が身近な地域で専門治療を受けられるようにす

るため。（アルコール健康障害対策推進計画において目標

設定されている。）
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かかりつけ医研修の開催数：年１回

5

R5年度

当初予算

R4年度

当初予算

R3年度

当初予算

（予算案）

事　業　名 心の健康支援推進事業

事業番号 05 07 04 細事業一覧（令和５年度実施事業分） ■当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　□点検

2

1

細事業

No.
細事業名

精神障がい者地域生活支援事業

No.

1

（要求）

千円

2,891 2,865

千円 千円

2,915

部局 健康福祉部 課・室 保健・疾病対策課

主催：各保健福祉事務所

・精神障がいに対する偏見を見直し、自らの心の健康を考える機会とするため、

　精神疾患のある当事者を講師として高校に派遣

講師派遣数：5校

直接

直接

・精神障がいへの理解促進を図るための、当事者支援員及び家族支援員による地

域住民等への啓発活動

・入院中又は退院後間もない精神障がい者に対する当事者支援員による訪問支

援

委託

研修会の開催：年１回以上、当事者支援（訪問支援）：年50回以上

・精神障がい者への理解促進を図るための、地域住民・民生児童委員・自治会役

員を対象とした研修会等の開催直接

主催：各保健福祉事務所

細事業を構成する主な取組

精神障がい者地域生活支援

コーディネーター等連絡会議

精神障がい者地域生活支援

関係者研修

若者向け心のバリアフリー事業

実施方法

（要求） 2,938,010

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

2 精神医療対策事業
2,953,795 2,966,625

（予算案）

直接

3 障がい者支え合い活動支援事業

4 精神障がい者地域ケア推進事業

令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

・各二次医療圏域の地域生活支援コーディネーターと保健所保健師等で構成され

る精神障がい者の地域移行を促進するための連絡会の開催

会議開催数：年２～３回

・地域移行に関する体制強化のための関係者研修会の開催

開催数：年20回

2 精神医療対策事業

・精神保健福祉法や障害者自立支援法等の規定に基づく、措置入院患者や精神

通院患者に対する医療の確保及び精神障がい者の医療に対する必要な援助（自

己負担相当額の公費負担等）の実施
直接

自立支援医療（通院医療）の対象：715,482件

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 精神医療審査会

・精神保健福祉法第12条の規定に基づく定期病状報告や、退院請求・処遇改善

請求等の審査の実施直接

災害派遣精神医療チーム

体制整備事業

・DPAT運営会議の開催　【年１回】

・DPAT研修会の実施　【年１回】

・DPAT活動のための損害賠償責任保険への加入
直接

DPATの数：６病院８チーム

5
てんかん医療提供体制

整備事業

・てんかんの専門的な相談支援及び地域の相談・治療体制のネットワークの整備

・てんかんかかりつけ研修の開催

　（拠点病院：信州大学医学部附属病院）
委託

3 地方精神保健福祉審議会

・精神保健福祉法第９条の規定に基づく、医療・福祉・司法等専門領域の委員に

よる県の精神保健福祉行政について審議する会議の開催直接

開催数：審議会 年１回、医療計画検討ＷＧ 年２回
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（予算案）

65,598
（予算案）

（要求）

6 未遂者支援

・警察・消防、救急告示医療機関等のネットワーク構築の検討

・自殺企図の再発防止のため、コーディネーターによる退院後の地域支援へのつなぎ直接

全体検討会議の開催：年1回

3 普及啓発
・街頭啓発の実施及び相談窓口周知に係るリーフレットの作成・配布

直接

啓発強化期間：年２回（９月、３月）

4 子ども・若者対策

・知事を座長とした「子どもの自殺対策プロジェクトチーム」会議の開催

・子どもの自殺危機対応チームによる地区支援体制の構築とハイリスク者支援強化

・生きる力を与える講演会、若者との共創による自殺予防対策ワークショップの開催
直接

開催回数：PT会議　年１回、講演会 年1回

3
長期連休時の

精神保健指定医待機事業

・医療機関休診日が連続する期間（ＧＷや年末年始等）における、措置入院に

係る診察を実施する精神保健指定医の待機依頼直接

待機する指定医の数：延べ40人以上

5 市町村等支援
・自殺対策事業を実施する市町村、民間団体への補助

補助金

支援対象：77市町村および民間団体

No.

4

4

107,856

千円 千円 千円

常時対応型：３病院、輪番病院：19病院

（要求） 108,998

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

3 精神科救急医療整備事業
110,613 108,651

1

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

精神障がい者移送体制に

係る搬送委託業務

・措置入院に係る通報等の受理保健所が行う当該被通報者等搬送の一部を

　民間事業者に委託委託

搬送実施圏域：長野圏域

2
精神障がい者

在宅アセスメントセンター事業

・精神疾患に係る緊急入院の要否判定、支援制度の紹介、支援機関への取り次

ぎ等を実施する通年夜間対応の相談窓口の整備委託

相談実施医療機関：３病院

精神科救急医療確保事業
・各精神医療圏域（県内４ブロック）における医療提供体制の構築

委託

7
長野県地域自殺対策

推進センター事業

・自殺対策に携わる関係者への研修会の実施、自死遺族交流会の開催等

・全国共通の電話番号による自殺に関する電話相談「こころの健康相談統一ダイヤ

ル」を実施
直接

研修会開催数：年3回、自死遺族交流会開催数：年27回

2 人材育成
・ゲートキーパー研修会、人材養成研修会の開催【主催：各保健福祉事務所】

直接

研修実施圏域数：10圏域、修了者数：5,000人以上

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 相談事業
・弁護士や保健師による相談会（くらしと健康の相談会）の開催

直接

相談会実施圏域数：10圏域

自殺対策推進事業
61,919



細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

相談対応日時：平日8:30～17:15

2 精神保健福祉研修会等

・精神保健福祉業務に従事する職員等を対象とした専門的研修の開催

・講演会及び家族教室等の開催（社会復帰、依存症、ひきこもり等）直接

研修会・講演会：９回、家族教室：６回

千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 精神保健相談

・依存症相談・対策コーディネーターによる依存症相談

・思春期相談員による思春期相談

・専用電話回線による精神保健福祉相談
直接

5 精神保健福祉センター事業
20,105 19,209

（予算案）

（要求） 18,853

千円 千円

（要求） 20,926

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

6 発達障がい診療体制整備事業
21,472 20,967

（予算案）

3 センター運営事業

・精神保健福祉法第６条の規定に基づく、精神保健福祉の向上及び

　精神障がい者の福祉の増進を図る専門機関の運営直接

かかりつけ医研修開催数：年１回

2
発達障がい診療

人材育成事業

・信州大学医学部「子どものこころ発達医学教室」における専門医・診療医の育成
委託

専門医・診療医の新規認定数：５人

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
発達障がい診療

地域ネットワーク整備事業

・診療の裾野を広げるためのかかりつけ医向け研修の開催

・コメディカルの育成等を図るため、各二次医療圏域の支援者会議へのスーパーバイ

ザー（医師）の派遣
委託

（要求） 859

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

7 依存症対策事業
3,989 1,331

（予算案）

会議・研修の開催回数：各年１回

2 依存症専門医療機関の指定

・アルコール健康障害、ギャンブル等依存症、薬物等依存症の専門医療機関を各

精神医療圏に１施設以上指定直接

指定済の精神医療圏：４圏域

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 アルコール健康障害対策事業

・県アルコール健康障害対策推進計画の進捗管理等を行う、アルコール健康障害

対策推進会議の開催

・かかりつけ医向けのアルコール健康障害対応研修の開催
直接

3
依存症に関する問題に取り組む民間

団体支援事業

・アルコール関連問題・薬物依存症に関する問題・ギャンブル等依存症に関する

　問題に取り組む民間支援団体の支援補助金

支援対象：５団体



（要求） 4,924

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R3年度

当初予算

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

8 新型コロナウイルス感染症対策事業
6,894 2,284

（予算案）

派遣可能DPATの数：６病院８チーム

2
軽症者等に対する

こころのケア実施事業

・自宅療養又は宿泊療養中の新型コロナウイルス感染者に対するオンライン精神

　保健福祉相談の実施直接

相談件数870件

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 DPAT派遣事業

・新型コロナウイルス感染症患者の増加に伴い、県からの要請により医療機関が

　DPAT派遣を行った際に要した経費の負担負担金


